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法( nMe d:以下､ 
わが国の社会基盤に関わる防災対策は､1 5年
の兵庫県南部地震を機に変わり始めた｡これまで 路整備費用の一部を地域住民が保険として支払う
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を対象として､代替道路整備に対する利用者の信

















































































































































































段階まで実施され､噴火から 1年後の 2001年 3
月末時点でも､依然として通行止めの区間が存在
している (国道 230号の一部と北海道縦貫自動車
道 (豊浦 IC～伊達 IC))0
図-3交通規制 至函館G (3月 29日～
 


































































































































金を徴収 し､その絵額を代替道路の 今年 1年間だけ負担
があるとしますoこの計画はあな 整備費用にあてる計画








すか ? スムーズな迂回が 賛成で



































































税金捻出 保険α 1.927 2.694
2.657(t値) (4.478) (8.756) (3.
167)β 1.740*10-4 2.453*10
4 5.888*10-4(t値) (4.780) (8.957) (3.04)
尤度比 0.628 0.719 0.8中央値(円) ll,072 1,981
4,512平均値(円) ll,848
ll,248 4,616的中率 0.808 0.866 0




176,000函 館 負担金 税金捻出 保険α 2.
0466 1.402 2.464(t値) (.022) (5.50) (2.688
)β 1.578*10-4 0.966*104
5.350*10-4(t値) (4.077)
(5.623) (2.636)尤度比 0.609 0.477 0.
78中央値(円) 13,214 14,509 4,600
平均値(円) 13,978 16,48
1 4,727的中率 0.861 0.784
0.911賛成率 0.4 0
田村 亨,三好 敬史,斎藤 和夫
支払賛成率(%)
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000
提示金額(円)図-5 WTPの推
計(負担金の場合)支払賛成率(%)0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,0
00提示金額(円
)●図_6 WTPの推計(税金捻出
























































#札 幌 ① ② ③ ① ②
③ ① ② ③変化なし 0.45 0.73 0.73 0.60 0.51
0.68 0.57 0.57 0.57増加 0.55 0.18 0.18 0.
31 0.40 0.20 0.29 0.29 0.29減少 0.(X)0.(X)
0.CX)0.06 0.03 0.03 0.(X)0.(刀0.00支払停止 0.(X) 0.09 09
3 0.06 0.09 0.14 0.14 0.14函 館 ① ② ③ ① ②
③ ① ② ③変化なし 0.63 0.75 0.75 0.63 0.68
0.74 0.33 0.83 0.66増加 037 0.25 0.25 0.37
0.21 0.21 0.50 0.(X)0.17減少 0.(X)0.00.CO0.CO 00 00 (X)
.(X)0.00支払停止 0.(X) 0.(X)0.α)0.α)0.ll 0.05 0.17 017
17l『l■ 33多くの回答者が支払い
に変化がないと答えており､今回の調査における
賛成者の回答については前提条件に対 しても変動が少なく､信頼できる
と考える｡ただし､①の被害規模の拡大の条件に付
いては､金額を増やすとする回答者の割合が高い
傾向があり､回答者は将来的な災害に対しての規
模の程度を各個人で想定していることが考えられ
る｡ 6 おわりに本研究は2
000年3月に発生 した有珠山噴火災害を対象と
して､代替道路整備に対する利用者の信頼性 ･安全性の向上効果に
ついて保険支払形態型cvMを用いて評価 したも
のである｡本研究から分かった点は､以下の3点
である｡① リダンダンシー評価と保険について研究
レビューを行い､保険支払形態型 cvM の位置
付けを明確にした｡②保険支払形態型 cvM によ
る信性の評価を行ったところ､負担金や税金捻
出といった従来型の支払い方法に比べて､保険支払形態はwTP値
と賛成率が小さいことが分かった｡これは､調
査票設計の本質に関わる部分であるが､｢公共が行 う防災の範囲と保
険｣の関係について､被験者へのより分かりや
すい説明が必要であったためと考えられる｡
③cvM における前提条件の違いが支払い意志に
与える影響を分析 したところ､回答の信頼性は
高いことが確認できた｡最後に cvM の使い
方として､調査の結果を地域住民へ還元 して､住
民の合意形成に利用することが考えられる｡調査
結果を行政の間だけで議論することなく､地域住
民との意見交換の場での資料として用いることで
､地域または個人にとって防災上の代替道路網はどの
ようなものが必要で､どれを優先的に整備すべき
なのか､について考えていく為の材料となる可能性
が高い｡具体的には税金の使われ方など､情報公
開につなげることも必要である｡こうした動きは
近年､pIの必要性が強 く示されていることでも明
らかである｡当該研究分野でもcvM とpIとの関連について
議論がなされているが､実際には
都市 ･地域計画分野においての研究事例はあまり見られない｡この
ため回答精度を高める方法､調査方法の改善と同時並行I
して､結果の地域住民への還元方法が今後の課題となろう｡
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